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研究要旨：平成 30(2018)年 7 月 25 日に公布された「健康増進法の一部を改正する法律」では、「望まない

受動喫煙」を防止するために、第一種施設（学校、病院、行政機関等）は原則敷地内禁煙（特定屋外喫煙

場所設置可）、第二種施設（第一種施設以外の事務所、工場、飲食店等）は原則屋内禁煙（喫煙専用室内で

のみ喫煙可）とされた。望まない受動喫煙を防ぐために屋内禁煙を拡げていくほどに、屋外喫煙場所の需

要が増えてくる。このため、健康増進法改正案と併せて、屋外喫煙場所の整備も政策課題として挙げられ

ている。既に多くの屋外喫煙場所があるものの、場所によって構造がまちまちであり 、近くを通りかか

った方が、望まない受動喫煙を受けてしまうという声も多く寄せられ、自治体からは、屋外喫煙所の整備

に関する技術情報を求める意見が強くなっている。このような意見を受け、本研究では、屋外における有

効な受動喫煙防止対策の事例の収集とその効果について検討を行った。 

 

Ａ. 研究目的 

 平成 31(2019)年 2 月 22 日の官報に「健康増進法

の一部を改正する法律（以下、改正健康増進法）」

に関する政省令、および、改正健康増進法の施行

を周知する健康局長通知が発出された。第一種施

設（学校、病院、行政機関等）は原則敷地内禁煙

が求められ、第二種施設（一般企業などの事務所、

工場、飲食店等）は原則屋内禁煙（喫煙専用室で

のみ喫煙可）とされた（資料 1）。 

 望まない受動喫煙を防ぐために屋内禁煙を拡げ

ていくほどに、屋外喫煙場所の需要が増えてくる。

このため、健康増進法改正案と併せて、屋外喫煙

場所の整備も政策課題として挙げられている。既

に多くの屋外喫煙場所があるものの、場所によっ

て構造がまちまちであり、近くを通りかかった方

が、望まない受動喫煙を受けてしまうという声も

多く寄せられ、自治体からは、屋外喫煙所の整備

に関する技術情報を求める意見が強くなっている。 

このような意見を受け、本研究では、屋外にお

ける有効な受動喫煙防止対策の事例の収集とその

効果について検討を行った。屋外喫煙所の事例収

集に基づき、周辺への煙の流出について粉じん濃

度を測定する客観的な分析、評価を行う。その中

から、屋外喫煙所整備における技術的留意事項の

とりまとめや、ベストプラクティス情報が提供さ

れれば、厚生労働省は自治体に対して技術情報の

提供が可能となり、自治体はこれらを参考に屋外

喫煙所の整備を行うことができる。壁の高さ、喫

煙所出入口の構造、壁の下部に給気口、設置場所

の工夫などが、また運用上の工夫としては、喫煙

所内で特定の喫煙場所へ誘導するための灰皿等の

レイアウトやルールを守るような教育的配慮等が
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考えられており、これらの観点から事例収集、分

析・評価、とりまとめを行い、効果のある技術的

対策や運用上の工夫を示すことにより、屋外喫煙

所周辺での受動喫煙を防ぐことにつながり、ひい

ては屋内禁煙の推進にも資することができる。 

 

Ｂ．研究方法 

研究１：第一種施設における特定屋外喫煙場所の

検討 

 第一種施設の「特定屋外喫煙場所」とみなすこ

とができる良好な事例の収集を行った。 

 

研究２：屋外公衆喫煙場所の技術的対策や運用上

の工夫の検討 

 「特定施設等の喫煙禁止場所以外の場所」、つま

り、市街地等において受動喫煙を防止するために

設置された施設の事例を収集し、その一部につい

ては受動喫煙対策の効果を評価するために、タバ

コの燃焼により発生する微小粒子状物質（PM2.5）

濃度をデジタル粉じん計（TSI 社製、AM510）を用

いたリアルタイムモニタリングを行った。質量濃

度換算係数は 0.295 を用いた（Lee K, et al. J 

Environ Health. 79(8), 24-30, 2008）。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、産業医科大学の倫理委員会の承認を

得ている。 

 

Ｃ．研究結果 

研究１：第一種施設における特定屋外喫煙場所の

検討 

 喫煙場所をパーティション等で区画し、喫煙場

所であることが容易に識別できる掲示を行い、か

つ、第一種施設を利用する者が通常立ち入らない

場所に設置した２つの事例を資料２に示す。 

 

研究２：屋外公衆喫煙場所の技術的対策や運用上

の工夫の検討 

 屋外公衆喫煙場所の周囲の受動喫煙を防止する

対策として、身長よりも高い壁で四方から囲い込

む工夫をおこなった事例では受動喫煙を防止する

効果があることが認められた（資料３）。 

 喫煙場所からたばこの煙が漏れ出さないための

工夫として、出入口にはクランクを設けることは

受動喫煙を防止する上で有効であることが認めら

れた。また、壁と路面の間に数センチの隙間を残

すことは上昇気流の確保、および、壁の内側に灰

が貯まらない工夫として有効であった。ただし、

壁と路面の間に必要以上の空間を残した場合には

たばこの煙が漏れ、周囲での受動喫煙の原因とな

ることが認められた。 

 屋外喫煙場所を設置する場合のポイントを以下

に示す。 

・身長よりも高い十分な高さの壁で四方向から囲

いこむ 

・出入口はクランクを設ける 

 （２クランクが望ましい） 

・壁の路面の間に隙間を残す工夫が必要 

 （ただし、必要以上の空間は漏れの原因） 

・ 喫煙場所の外での喫煙をしにくくする掲示物 

・ 清掃業者への配慮を促す掲示物 

 

Ｄ．考察 

 平成 31(2019)年から順次施行される改正健康増

進法は、第一種施設（学校、病院、行政機関等）、

第二種施設（第一種以外の事務所、工場、飲食店
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等）、特定施設以外の屋外の場所、つまり、あらゆ

る場所での受動喫煙の防止を義務付けている。そ

れぞれの類型・場所ごとの良好事例、および、解

決すべき問題点の収集により、「望まない受動喫煙」

を防止する改正健康増進法の目的は徐々に達成さ

れていくと考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 改正健康増進法に基づき、施設の類型・場所毎

に「望まない受動喫煙」を防止する措置を推進し

ていくことが必要である。 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 本研究で知的財産権に該当するものはなかった



20 
  



21 
 

 

 

 



22 
 

 

 



23 
 

 

 

 



24 
 

 



25 
 

 



26 
 

 



27 
 

 

 



28 
 

 


